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介護人材確保に向けた取組み

合同就職説明会

介護施設ＩＣＴ・
ＩｏＴ導入促進事業

広報
「介護のしごと」紹介

来春卒業 求職中 転職希望 一般向け周知・イメージアップ

事業者から具体的な
話を聞く機会を設け
就業につなげる

（広報掲載のため予算計上不要）

R4事業費 150千円

資格試験受験料助成
研修受講費助成

R4事業費 1,000千円

キャリアアップに必要な資格の取
得を促進し、長期の定着を図る

就業に有利な研修の受講により就
業しやすくする

介護記録のＩＣＴ化、ロボット
技術（移乗支援、移動支援、排
泄支援、見守り・コミュニケー
ション）の導入に対する補助

就業

働きやすい職場づくり
（ICT、AI、ロボットの活用へ）

県

市

市

市
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地域密着型サービスの整備①

【小規模多機能型居宅介護事業所】
・趣旨
高齢者が住み慣れた地域で暮らし続けるための

サービス基盤の整備について、高齢者の状態や希
望に応じて「通い」「泊まり」、自宅への「訪
問」といったサービスを柔軟に組み合わせて提供
する事業所の設置を図ることを目的とする。

・整備箇所数
山中圏域（河南地区）で1カ所

・募集要件
① 整備主体は、原則として介護保険事業又は医

療･福祉事業の運営の実績・経験のある法人で
あること。

② サテライト型の場合は本体とする事業所と同一
又は隣接圏域内であって概ね20分以内の距離に
あること。

③ 整備事業所には介護予防拠点を併設整備するこ
と。 など

【認知症対応型共同生活介護事業所】
・趣旨
認知症の高齢者が共同生活を営むべき住居にお

いて、入浴、排泄、食事などの介護その他の日常
生活上の世話及び機能訓練を提供する事業所の設
置を図ることを目的とする。

・整備箇所数
全圏域で1カ所

・募集要件
① 整備主体は、原則として介護保険事業又は医

療･福祉事業の運営の実績・経験のある法人で
あること。 など

【募集期間】 令和4年6月28日（火）～令和4年7月29日（金）

【事業者の選定方法】
応募のあった事業者について、書類審査、実地調査及びヒアリングを行い、総合的に評価し、加賀市

長が選定します。
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地域密着型サービスの整備②
（小規模多機能型居宅介護事業所）

＜施設概要＞

運営事業者（代表者）：社会福祉法人 萌和会 （理事長 鈴木 一（すずき はじめ） ）

施設住所 ：加賀市山中温泉長谷田町リ382番地

サービス種別 ：小規模多機能型居宅介護事業所

定員、宿泊 ：定員18人、宿泊4人

整備内容 ：創設（開設）

スケジュール ：令和5年4月1日頃開設予定

施設に関する補足 ：隣接敷地で認知症高齢者グループホームを運営予定。また、介護予防拠点を併設予定。

加賀市山中温泉長谷田町リ382番地
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地域密着型サービスの整備③
（認知症高齢者グループホーム）

＜施設概要＞

運営事業者（代表者）：医療法人 萌和会 （理事長 鈴木 一（すずき はじめ） ）

施設住所 ：加賀市山中温泉長谷田町リ386番地

サービス種別 ：認知症対応型共同生活介護事業所

定員 ：定員18人

整備内容 ：創設（開設）

スケジュール ：令和5年4月1日頃開設予定

施設に関する補足 ：隣接敷地で小規模多機能型居宅介護事業所を運営予定。

加賀市山中温泉長谷田町リ386番地
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令和４年度 加賀市地域包括支援センターの運営について

【地域】
高齢者、ひきこもり、就労支援、健康、認知症、統合失調症や躁うつ病、アルコール依存症等精神疾患、身寄りのない方、医療につな
がっていない人などの相談など。

【機能】
身近な相談窓口
機能

地域づくり機能

健康づくり機能

ブランチ業務（個別援助業務）
○地区高齢者の個別相談、支援 ○24時間３６５日の対応

委託先：市内１６の地域密着サービス事業所

地域福祉コーディネート業務
○地域資源の把握、開発、担い手育成、活躍する場の確保
○交流活動の開催支援

【地区地域包括支援センター（ブランチ）】

【加賀市相談支援課】
〇生活保護 〇生活困窮者支援 〇消費生活センター
〇ひきこもり支援 〇孤独・孤立支援 〇行政相談 など

【加賀市基幹型地域包括支援センター】
〇総合相談支援 〇包括的・継続的ケアマネジメント支援
〇権利擁護
〇介護予防ケアマネジメント業務 〇在宅医療・介護連携推進
〇生活支援体制構築 〇認知症総合支援事業
〇障がいのある人の相談窓口 など

相
談

高齢者に限らない
相談が増えている

支援方針やつなぎ先の
窓口などの相談

バックアップ
（同行訪問やケース会議支援、研修会）

介護予防と健康づくり（疾病予防・重症化予防）連動
○地区高齢者の生活習慣病の重症化防止（個別支援）
○地域へのフレイル予防の啓発普及

【市直営の強み】
●他課とのネットワー
ク、つなぎ

●他分野とのネット
ワーク

●各種施策との連動

健康課

介護福祉課

建築課（市営住宅）

税料金課

社会福祉協議会

NPO法人

民生児童委員

など

など

【相談支援事業所】

【機能】
障がいのある人
の相談窓口機能

指定先：市内６事業所

個別援助業務
○地区の障がいのあ
る人の個別相談、

支援
○２４時間３６５日緊
急時等の対応

連携

教育委員会

子育て支援課

地区地域包括支援センター（ブランチ）及び相談支援事業所が核となり、地域住民と一体的に考え、取り組む体制を市の相談支援課がバックアップす
る体制を強化

連携
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第８期高齢者お達者プランの取り組み

重点的課題 方向性

1.
重症化予防の推進

〇認定時の主要疾患（認知症、脳卒中、骨折、悪性新生物、筋骨格系疾患）の予防
〇生活習慣病の予防（特に脳卒中や認知症にも関係のある糖尿病や高血圧の予防）
⇒健康課との連携や介護予防事業の充実
⇒高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施事業の継続及び実施圏域の拡充

〇オンライン「通いの場」アプリの活用による介護予防事業の推進
〇介護予防基本チェックリスト３年未返信、３年未把握者への生活状況確認の継続

２.
住民の社会参加促進による
支えあい、助け合いの地域
づくり

「地域でつながることも予防」と言われ、社会とのつながりがあることが予防の１つであるこ
とから、
〇元気高齢者の活躍の場づくりや担い手育成
〇地域ケア会議を活かした地域づくりへの展開（ブランチによる地域福祉コーディネート）

３.
認知症の人とその家族を支
える仕組みづくりの推進

〇認知症予防の取り組み（もの忘れ健診の実施、加賀市版脳活性化プログラムの実施）
〇認知症キャラバン・メイトや認知症サポーターと認知症の正しい理解の普及などの実施
〇認知症ケアパス改訂版の作成及び啓発普及

４.
状態が変化しても対応でき
る柔軟な支援体制の構築

〇在宅医療や人生をどう迎えたいか等の住民への啓発普及
〇在宅医療コーディネーターによる医療と介護の連携強化

５.
本人本位の視点を重視した
人材の確保や育成

〇認知症対応力向上研修の継続実施
〇生活視点に立った自立支援のケアマネジメントの強化及び推進（軒下マップの活用）
目標設定会議（個別地域ケア会議）の継続実施

介護保険事業計画・高齢者福祉計画 第８期（令和３年度～令和５年度）
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第９期高齢者お達者プラン策定に向けた調査

超高齢社会に関する市民意識調査 健康とくらしの調査

《概要》
高齢者お達者プラン（第９期・令和６～８年
度）の策定にあたり、住み慣れた地域で暮ら
し続けるための課題、支援内容等の実態把握
及び市民の意識調査を実施

•調査対象者 市内の６０歳以上の人５，０００人
（要介護・要支援・事業対象者は除く）

•調査方法 郵送調査

•実施時期 ９月２１日発送（回収締日１０月７日）

《概要》
一般社団法人日本老年学評価研究機構
（JAGES）の実施するアンケート調査、健診

データなどにより要介護リスク分析・リスク
者分布分析、要介護・健康長寿の要因分析、
介護予防事業の効果評価などを行う。全国66

余り（令和3年4月時点）の自治体が参加を予
定しており他自治体との比較分析が可能。

•調査対象者 市内の６５歳以上の人３，０００人
（要介護・要支援・事業対象者は除く）

•調査方法 郵送調査→関係データをあわせて分析

•実施時期 １１月７日発送（回収締日１１月２８日）

※両調査の対象者は重複しないよう抽出

第９期（令和６年度～令和８年度）
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